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１．平成17年9月中間期の連結業績（平成17年4月1日～平成17年9月30日）

(1）連結経営成績  

売上高 営業利益 経常利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17年9月中間期 26,472 1.2 2,277 △3.8 2,462 △1.9

16年9月中間期 26,154 2.3 2,368 49.7 2,509 66.7

17年3月期 54,251 4,596 4,656

中間(当期)純利益
１株当たり中間
(当期)純利益

潜在株式調整後１株当
たり中間(当期)純利益

百万円 ％ 円 銭 円 銭

17年9月中間期 1,305 △70.6 19 14  －

16年9月中間期 4,440 567.4 64 57  －

17年3月期 5,639 81 22  －

（注）①持分法投資損益 17年9月中間期 －百万円 16年9月中間期 －百万円 17年3月期 －百万円

②期中平均株式数 (連結) 17年9月中間期 68,207,644株 16年9月中間期 68,773,626株 17年3月期 68,583,106株

③会計処理の方法の変更 有

④売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率であります。

(2）連結財政状態  

総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円 銭

17年9月中間期 101,069 73,128 72.4 1,072 30

16年9月中間期 102,203 68,961 67.5 1,002 95

17年3月期 98,909 70,009 70.8 1,025 26

（注）期末発行済株式数（連結） 17年9月中間期 68,197,771株 16年9月中間期 68,758,848株 17年3月期 68,217,077株

(3）連結キャッシュ・フローの状況  

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

17年9月中間期 1,621 △700 △1,356 15,570

16年9月中間期 2,873 796 △1,035 22,732

17年3月期 2,804 △504 △6,393 15,951

(4）連結範囲及び持分法の適用に関する事項

連結子会社数 3社 持分法適用非連結子会社数 0社 持分法適用関連会社数 0社

(5）連結範囲及び持分法の適用の異動状況

連結（新規） 0社　 （除外） 0社 持分法（新規） 0社　 （除外） 0社

２．平成18年3月期の連結業績予想（平成17年4月1日～平成18年3月31日）  

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 百万円 百万円 百万円

通　期 54,300 3,200 3,600 1,950

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）　　28円59銭

・百万円未満は切捨てして表示しております。

・上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る本資料発表日現在における仮定

　を前提としています。実際の業績は、今後さまざまな要因によって大きく異なる結果となる可能性があります。
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１．企業集団の状況
　当企業集団は、日本新薬株式会社（当社）と連結子会社3社および非連結子会社1社から構成され、医薬品、機能食品

素材等の研究開発、製造、販売を事業内容としています。

　また、下記の「医薬品」および「食品」の区分は、事業の種類別セグメント情報における事業区分と同一です。

◇　日本新薬株式会社（当社）

　「医薬品」および「食品」の研究開発、製造を行い、連結子会社であるシオエ製薬株式会社、タジマ食品工業株式

会社および外部メーカーより仕入れた商品とともに販売しています。

◇　シオエ製薬株式会社（連結子会社）

　「医薬品」および「食品」の製造に従事し、主として当社を通じて販売しています。

◇　タジマ食品工業株式会社（連結子会社）

　「食品」の製造および当社製品（食品）の受託加工と医薬品、食品を用途とする植物抽出エキスの製造を行い、主

として当社を通じて販売しています。

◇　ＮＳ Pharma, Inc.（連結子会社）

　米国ニュージャージー州に本拠を置き、医薬品の臨床開発業務を中心に活動をしています。

◆　ローヤル株式会社（非連結子会社）

　損害保険の代理および各種生命保険の募集や不動産の賃貸借等を主要業務として事業を行っています。

２．経営方針
【経営の基本方針】

　当社の経営理念は「人々の健康と豊かな生活創りに貢献する」ことにあります。この理念を実現するため、経営方針

として以下の3項目を掲げています。

■　国際的視野に基づく研究開発志向の精鋭企業を目指す。

■　社会から信頼される会社を目指す。

■　一人ひとりの職務責任と公正な評価に基づき、自己実現可能な働き甲斐のある会社を目指す。

　この経営方針に基づき、当社は医薬品事業ならびに食品事業を事業内容として、競争力を高め、収益性を重視し、株

主価値の向上を目指す企業集団の形成に努めています。

【利益配分の基本方針】

　当社は株主の皆様への適切な利益還元を最重要経営課題として認識しています。従来利益配分については、継続的か

つ安定的配当の実行を基本方針としており、普通配当年10円を利益配分の基本として実施しております。さらに、業績

に基づく株主への利益配分を充分考慮し、適切な利益還元に努めてまいります。また、資本効率の向上による株主利益

の増大を図ることを目的に、自己株式の取得に機動的に取り組んでまいります。さらに中期的な経営戦略に基づき、研

究開発体制の強化による開発パイプラインの充実に取り組むとともに業務・組織構造の全面的改革を推進し、激化する

競争に耐え得る企業体制の整備を行います。また併せて内部留保の充実を図り、更なる経営基盤の強化に努めます。

【投資単位の引き下げに関する考え方】

　投資単位の引き下げについては、個人投資家層の拡大や株式売買の流動性を高める有効な方法であると認識していま

す。今後の株式市場の動向、当社株価水準の推移を見極めた上で、株主利益の視点より適切な施策を検討する予定です。

【中長期的な経営戦略】

　当企業集団は、経営理念に掲げる人々の健康と豊かな生活創りに貢献するため、医薬品、食品を問わずオリジナルか

つユニークな製品開発を継続し、強固で競争力に溢れた企業集団を志向しています。

　この基盤整備に向けた情報化および生産能力拡大への投資はほぼ完了しました。今後は引き続き、間接部門の業務の

効率化やローコストマネジメントの推進に注力してまいります。

　医薬品事業においては、業容拡大に向け研究開発のスピードアップ、自社開発品の早期創製を図ります。併せて導出

入活動を強化し、現有製品の剤型改良も含めて開発パイプラインの充実に努めます。

　食品事業においては、収益力の向上に向け健康食品素材分野への注力をさらに強化します。

　加えて、次代を担う人材を育成するための幹部選抜研修を継続・強化し、基幹部門を中心に適材適所の人員配置を実

行し、業務改革や業務改善を推進します。
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【会社の対処すべき課題】

　医薬品事業におきましては、引き続き医療費抑制に向けた様々な施策が講じられる一方、国内市場の競争は激しさを

増しております。また新製品開発に伴う研究開発費の高騰が続いており、業界を取り巻く環境は今後も厳しい状況が続

くことが予測されます。

　このような環境下、当企業集団の対処すべき課題として、研究開発面において、得意領域である泌尿器科分野および

血液癌を中心とした癌治療、ならびに炎症・アレルギー領域に関連する事業活動に注力し、成果に結びつけ社会への貢

献を行いたいと考えています。

　食品事業におきましても、消費者の食の安全に対する要求はますます厳しくなることが予測されますが、医薬品事業

で培った高度な技術と厳しい品質管理ノウハウを活用し、より付加価値の高い製品へ経営資源を投入し、事業の拡大に

努めます。

　さらに当企業集団全体として、業務効率の向上によるコスト削減の努力を通じて競争力を養い、個性ある、社会から

信頼される企業集団を目指し、企業価値を高める事業活動に邁進する所存です。

【コーポレート・ガバナンスに関する基本的考え方及びその施策の実施状況】

（コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方）

　当社は、コーポレート・ガバナンスを経営の最重要課題のひとつとして認識し、経営の透明性を確保し、有効に機能

させるための内部統制の充実にむけて取り組んでおります。

（コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況）

(1)会社の経営上の意思決定、執行および監督に係る経営管理組織その他コーポレート・ガバナンス体制の状況

　取締役会は代表取締役社長、常務取締役3名、取締役3名の合計7名で構成されており、経営の最高意思決定機関として

の役割を持ち、原則月１回開催し、取締役会規則に定める重要業務の決定と業務執行状況の監督を行っております。取

締役会に提案すべき案件の内、事前に検討を要する重要な事案については、取締役および監査役全員の出席のもと、起

案部門による事前説明が行われ、事案の細部におよぶ審議が行われます。

　なお、取締役の経営責任を明確にするとともに、経営環境の変化に対して最適な経営体制を機動的に構築するため、

本年6月開催の第142期定時株主総会において、取締役の任期を2年から1年に短縮するとともに、取締役の員数を15名以

内から10名以内に削減する定款の変更が決議されました。

　執行役員制度については平成11年より導入しており、取締役会が担っている「経営の意思決定および監督機能」と「業

務執行機能」を明確に分離して、双方の機能をさらに強化しております。 

　当社は監査役制度を採用しております。監査役会は、監査役4名体制で、常勤監査役2名と非常勤社外監査役2名により

構成されています。監査役は取締役会に出席するなど、監査機能の充実に努めています。

　監査役による監査に加え、内部統制のために、社長直属の監査部が内部監査規程に則った業務監査を実施しております。 

　会計監査人については監査法人トーマツと監査契約を締結し、適正な会計処理および透明な経営の確保に努めています。 

　企業倫理遵守への取り組みとして、当社は「企業行動憲章」、「社員の行動規範」、「社員の行動規範ガイドライン」

ならびに「コンプライアンス・プログラム・スタンダード」を制定、コンプライアンス推進委員会が全社的なコンプラ

イアンス推進体制を構築し、その啓蒙・遵守活動に努めています。 

　また、平成16年4月に法務部内に企業倫理推進室を新設（平成17年4月1日付にて社長直属の独立した組織に改変）し、

社内教育、啓蒙活動を実施し、一層の企業倫理確立活動の推進に取り組んでおります。なお、本年4月1日付にて内部通

報制度を制定し、コンプライアンスに関する自浄機能の一層の強化を図っております。 
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(2)会社と会社の社外取締役および社外監査役との人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係の概要

　当社は社外取締役を選出しておりません。当社と社外監査役との間には、特別な利害関係はございません。

コーポレート・ガバナンスの模式図 

 株  主  総  会 

取締役会 

代表取締役社長 

 

 

執行部門 

（執行役員） 

監査役会 

会計監査人 

コンプライアンス推進委員会 

企業倫理推進室 

監査部 

 【親会社等に関する事項】

　該当事項はありません。 

３．経営成績及び財政状態
(1)当中間連結会計期間の概況

売上高
（百万円）

営業利益
（百万円）

経常利益
（百万円）

中間（当期）純利益
（百万円）

平成16年９月中間期 26,154 2,368 2,509 4,440

平成17年９月中間期 26,472 2,277 2,462 1,305

平成17年３月期 54,251 4,596 4,656 5,639

1)当中間連結会計期間の業績全般の概況

　当中間連結会計期間のわが国経済は、企業収益の改善により設備投資が増加基調となり、個人消費もゆるやかに

回復し、景気は回復基調にあります。

　医薬品業界においては、前期から期初にかけてのインフルエンザ、花粉症の流行や、7月以降の大型後発品の発売

による先発、後発各メーカーの活発な活動等により、市場は一時的な好調を示しました。一方、少子高齢化の進展

に伴う社会保障財源の悪化に対する医療制度改革の議論が高まる中、将来にわたって医療費抑制策が強化されるこ

とは避けられず、国内では引き続き厳しい市場環境が続いております。また、本年4月には改正薬事法が全面施行さ

れ、医薬品の全面委受託製造が可能となりました。さらに医薬品の研究開発コストは年々増加しております。この

ような状況の下、製薬各社は再編・統合、企業形態の多様化など様々な対応策を模索しています。

　機能食品業界においては全般的な需要の落ち込みがあり、厳しい状況が続いておりますが、国民の健康指向によ

る機能性健康素材の伸びなど明るい兆しも見られます。 

　こうした環境下、当企業集団は堅実な活動を行い、売上高は264億7千2百万円と対前中間連結会計期間比1.2％の

増収となりました。収益面では、研究開発費の増加により、営業利益は22億7千7百万円と対前中間連結会計期間比

3.8％の減益、経常利益は24億6千2百万円と対前中間連結会計期間比1.9％の減益となりました。前中間連結会計期

間には、当社の厚生年金の代行返上および土地等固定資産売却に伴う特別利益を計上しましたが、当中間連結会計

期間は特別利益の計上はありませんでしたので、中間純利益は13億5百万円と対前中間連結会計期間比70.6％の減益

となりました。
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2)当中間連結会計期間のセグメント別の概況

a)医薬品事業

　医薬品事業におきましては、頻尿治療剤「ブラダロン」、アズレン含嗽液「アズノールうがい液」、非ステロイ

ド性鎮痛・抗炎症剤「ハイペン」、経口糖尿病用剤「グリコラン」等が伸長する一方、前立腺肥大症治療剤「エビ

プロスタット」、抗リウマチ剤「オークル」、高血圧・狭心症治療剤「セレクトール」の売上は伸び悩みました。

こうした要因に、再発・難治性急性前骨髄球性白血病治療剤「トリセノックス」、「アムノレイク」等の新発売品

売上が加わりました。また、工業所有権等収益は大幅に減少したものの、合成抗菌剤「プルリフロキサシン」原薬

の売上が大幅に伸長いたしました。その結果、売上高は216億1千5百万円と対前中間連結会計期間比0.9％の増収と

なりました。

　生産につきましては、当企業集団の各工場とも順調に稼働し、高品質な医薬品の安定的供給を果たしました。ま

た、当社小田原総合製剤工場におきましては、改正薬事法に基づく医薬品製造業の許可更新が完了しました。

　研究開発につきましては、申請中の過活動膀胱治療剤「ウレスパン（商品名）」の追加臨床試験は順調に進んで

います。臨床試験段階の品目では、経口鎮痛剤「NS-315（一般名：塩酸トラマドール）」については癌性疼痛につ

いて申請前相談を行ない、追加臨床試験を準備中です。同一成分の徐放性経口鎮痛剤「TRK-091」は東レ株式会社と

共同で整形外科領域において第二相試験を実施中です。久光製薬株式会社と共同開発中の吸入ステロイド剤

「NS-126」はアレルギー性鼻炎について第三相試験を実施中です。同社の癌性疼痛緩和テープ剤「HFT-290（一般

名：クエン酸フェンタニル）」についても、第三相試験を準備中です。アルコール依存症治療剤「NS-11（一般名：

アカンプロセート）」については第二相試験の準備中です。髄膜癌腫症治療剤「NS-101」は第一相試験を終了しま

した。

　海外では、伊・アンジェリーニ社に導出した合成抗菌剤「プルリフロキサシン」が４月に相互認証方式により欧

州７カ国で承認を受けました。また、本剤につきましては韓国で柳韓洋行社が第三相試験を実施中です。さらに米

国ではオプティマー社が第三相試験の準備中です。過活動膀胱治療剤「NS-8」については、導出先の独・アポゲファ

社により欧州において第二相試験が開始されました。経口抗癌剤「HMN-214」は米・アイバックス社による第二相試

験の準備中です。肝癌治療剤「NS-9」は米国において第一相試験を自社で実施中です。高脂血症治療剤「NS-220」

については導出先のスイス・ロシュ社により第一相反復投与試験が実施されています。

b)食品事業

　食品事業におきましては、日持向上剤は伸び悩みましたが、健康食品素材、動植物たん白の売上が堅調に推移し、

売上高は48億5千7百万円と対前中間連結会計期間比2.6％の増収となりました。

c)設備投資

　当中間連結会計期間の設備投資額は5億5千8百万円で、主たる内容は研究開発設備・機器への投資などによるもの

です。これらの資金は自己資金をもって充当しました。

(2)財政状態

当中間連結会計期間の概況

［資産、負債および資本］について

　総資産は、売上債権等が減少しましたが、株価水準の上昇による投資有価証券の増加により、1,010億6千9百万円

と前連結会計年度末に比べ21億6千万円の増加となりました。

　負債は、株価水準の上昇により繰延税金負債が増加したものの、仕入債務や借入金等の減少により、278億7百万

円と前連結会計年度末に比べ9億6千3百万円の減少となりました。

　資本は、利益剰余金等の増加とその他有価証券評価差額金の増加により731億2千8百万円と前連結会計年度末に比

べ31億1千9百万円の増加となりました。

　株主資本比率につきましては、72.4％と前連結会計年度末より改善しました。
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(3)当中間連結会計期間のキャッシュ・フローの状況

平成17年９月中間期
（百万円）

平成16年９月中間期
（百万円）

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,621 2,873

投資活動によるキャッシュ・フロー △700 796

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,356 △1,035

現金及び現金同等物の中間期末残高 15,570 22,732

1)営業活動によるキャッシュ・フロー

　営業活動によるキャッシュ・フローは、仕入債務その他流動負債の減少、仮払等その他流動資産の増加により、

対前中間連結会計期間に比べ12億5千2百万円減少して16億2千1百万円の収入となりました。

2)投資活動によるキャッシュ・フロー

　投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の売却収入が大幅に減少し、前中間連結会計期間に比べ14

億9千6百万円減少して7億円の支出となりました。

3)財務活動によるキャッシュ・フロー

　財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金支払の増加により、前中間連結会計期間に比べ3億2千1百万円減少

して13億5千6百万円の支出となりました。

この結果、現金及び現金同等物の当中間連結会計期間末残高は155億7千万円と 前連結会計年度末より3億8千1百万円

の減少になりました。

(4)当中間連結会計期間の利益配分

当中間連結会計期間の利益配分につきましては、利益配分の基本方針に基づき、中間配当金1株当たり5円とさせてい

ただきます。

４．通期の見通し

売上高（百万円） 営業利益（百万円） 経常利益（百万円） 当期純利益（百万円）

平成18年３月期 54,300 3,200 3,600 1,950

　通期の見通しは、売上高は543億円を、利益面では、臨床試験の順調な進捗に伴い研究開発費の大幅な増加が見込まれ、

営業利益32億円、経常利益36億円、当期純利益19億5千万円を見込んでいます。
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